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卸売業 回答事業所23件（回答率92.0％）－業況判断指数　前期比改善 ▲30.4 －

製造業 回答事業所30件（回答率83.3％）－業況判断指数　前期比改善 ▲10.0 －

　管内卸売業23社による業況判断指数は「▲
30.4」、前期比8.7ポイント改善したが、前年
同期比では17.9ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲17.6」、前期比
17.6ポイント改善、郡部は「▲66.7」前期比
16.7ポイント後退した。
　売上額指数は「0.0」、前期比13.0ポイント
改善したが、前年同期比では12.5ポイント後
退した。
　収益指数は「▲4.3」、前期比横ばいで、
前年同期比では21.0ポイント後退した。

　管内製造業30社による業況判断指数は「▲
10.0」、前期比14.1ポイント改善、前年同期
比についても9.4ポイント改善した。
　地域別では、市部が「0.0」前期比20.0ポ
イント改善、郡部は「▲33.3」前期比「横這
い」であった。
　売上額指数は「▲6.7」、前期比10.1ポイン
ト後退したが、前年同期比は6.2ポイント改
善した。
　収益指数は「13.3」、前期比16.8ポイント
改善し、前年同期比でも13.3ポイント改善し
た。
　業況判断指数は１頁の表参照
　売上額指数、収益指数は４頁の表参照
　以下各業種とも同じ

｢業況判断｣(D.I.)の回答の内訳
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建設業 回答事業所57件（回答率95.0％）－業況判断指数　前期比改善 ▲10.7 －

運輸業 回答事業所17件（回答率94.4％）－業況判断指数　前期比後退 ▲47.1 －

　管内運輸業17社による業況判断指数は「▲
47.1」、前期比23.5ポイント後退、前年同期
比でも23.5ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲77.8」で前期比
55.6ポイント後退、郡部は「▲12.5」と前期
比12.5ポイント改善した。
　売上額指数は「17.6」、前期比17.6ポイン
ト改善、前年同期比では横這いとなった。
　収益指数は「17.6」、前期比29.4ポイン
ト改善、前年同期比では5.9ポイント後退し
た。

小売業 回答事業所59件（回答率85.5％）－業況判断指数　前期比改善 ▲18.6 －

　管内小売業59社による業況判断指数は「▲
18.6」、前期比20.0ポイント改善、前年同期
比では11.5ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲9.4」前期比16.4ポ
イント改善、郡部も「▲29.6」となり、前期
比24.2ポイント改善した。
　売上額指数は「▲1.7」、前期比28.1ポイン
ト改善、前年同期比でも17.9ポイント改善し
た。
　収益指数は「▲10.2」、前期比23.2ポイン
ト改善、前年同期比でも0.5ポイント改善し
た。
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　管内建設業57社による業況判断指数は「▲
10.7」、前期比21.3ポイント改善し、前年同
期比でも6.0ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲5.3」前期比31.9ポ
イント改善したが、郡部は「▲22.2」で前期
比2.2ポイント後退した。
　売上額指数は「▲1.8」、前期比14.2ポイン
ト改善し、前年同期比でも5.6ポイント改善
した。
　収益指数は「▲10.7」、前期比9.3ポイント
改善し、前年同期比でも6.0ポイント改善し
た。
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鉱　業 回答事業所５件（回答率100.0％）－業況判断指数　前期比横ばい 80.0 －

不動産業 回答事業所10件（回答率83.3％）－業況判断指数　前期比後退 0.0 －

　 管 内 鉱 業 5 社 に よ る 業 況 判 断 指 数 は
「80.0」、前期比横ばい、前年同期比では
20.0ポイント改善した。
　地域別では、市部が「0.0」、前期比で
100.0ポイント後退、郡部は「100.0」で前期
比25.0ポイント改善した。
　売上額指数は「60.0」前期比20.0ポイント
の後退、前年同期比では20.0ポイントの改善
となった。
　収益指数は「60.0」前期比20.0ポイントの
後退、前年同期比では20.0ポイントの改善で
あった。

　管内不動産業10社による業況判断指数は
「0.0」、前期比22.2ポイントの後退、前年同
期比では横這いであった。
　地域別では、市部が「0.0」前期比25.0ポイ
ント後退、郡部では「0.0」と前期比横這い
であった。
　売上額指数は「0.0」、前期比22.2ポイント
後退、前年同期比でも18.2ポイントの後退と
なった。
　収益指数は「▲11.1」前期比23.6ポイント
後退、前年同期比でも38.4ポイント後退し
た。

サービス業 回答事業所45件（回答率84.9%）－業況判断指数　前期比改善 ▲4.4 －

　管内サービス業45社による業況判断指数は
「▲4.4」、前期比6.4ポイント改善したが、
前年同期比では2.3ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲3.2」前期比12.4ポ
イント改善、郡部では「▲7.1」前期比7.1ポ
イントの後退であった。
　売上額指数は「11.1」、前期比17.6ポイン
ト改善、前年同期比も6.8ポイントの改善と
なった。
　収益指数は「13.3」、前期比19.9ポイント
改善、前年同期比でも17.7ポイントの改善と
なった。
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特別調査アンケート結果 〜不透明感が増す
　　経済社会情勢と中小企業経営〜

◎�これまでの売上について「特に影響がなかった」が81.3％を占める。今後の予想
は、「特に影響がないと予想」が42.6％

　これまでの売上の影響は、81.3％が「特に影響がなかった」との回答であった。「多少の悪影響が
あった」が9.1％、「わからない」とした先は8.6％であった。今後の影響については、「特に影響がな
いと予想」が42.6％、「多少の悪影響があると予想」が29.7％、「わからない」が25.1％であった。

◎「特に影響を見込んでいない」が73.4％でもっとも多い
　「特に影響を見込んでいない」が、回答先229先中168先ともっとも多いが、見方を変えると、61先が何
らかの影響があるという結果であった。その中で「原材料・部品・商品等の調達難」が14.8％(34先)、「中
国からの輸入コストの上昇」が9.2％(21先)で、中国からの調達関係を懸念する向きが多かった。

◎�外国為替相場は、「現状より円高傾向が望ましい」がもっとも多く29.2％。物価
上昇の影響は「悪い影響をもたらしている」が半数以上を占める

　外国為替相場の水準については、「現状より円高傾向が望ましい」がもっとも多かった。逆に「現状より
円安傾向が望ましい」は10.2％あり、そのなかで製造業での割合が目立った。一方で「自社には関係ない」
25.2％、「わからない」28.3％で高い割合を示した。コロナ禍以降の物価上昇に対しては、半数以上が「悪い
影響をもたらしている」と回答。「良い影響をもたらしている」は皆無であった。

問２　�中国経済の減速が懸念されているが、間接的な事象も含めてど
のような影響が見込まれるか。

問３　�今後の外国為替相場(主に円ドル相場)の望ましい水準、また、コ
ロナ禍以降の物価上昇傾向が経営にもたらす影響

問１　�トランプ大統領就任後、米国の経済社会政策 (関税等 )には不透明感が増している動き
を受けて、売上にこれまで影響があったか。また、今後の売上に影響があると予想するか。

　単位：％

売上にこれまで影響があったか(回答数:198社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
大いに悪影響があった 1.0 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0
多少の悪影響があった 9.1 8.0 6.7 16.3 10.6 5.9 3.0 0.0 0.0
特に影響がなかった 81.3 80.0 80.0 71.5 83.0 88.2 87.9 80.0 100.0
むしろ良い影響があった 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
わからない 8.6 12.0 6.6 12.2 6.4 5.9 9.1 0.0 0.0

今後の売上に影響があると予想するか ( 回答数 :195 社 ) 単位：％
大いに悪影響があると予想する 2.1 0.0 0.0 6.4 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0
多少の悪影響があると予想する 29.7 24.0 33.4 29.8 31.8 46.7 25.7 0.0 30.0
特に影響がないと予想する 42.6 36.0 53.3 40.4 45.5 40.0 42.9 75.0 30.0
むしろ良い影響があると予想する 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0
わからない 25.1 40.0 13.3 23.4 22.7 13.3 31.4 0.0 30.0

　単位：％
見込まれる影響(回答数:229社） 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
中国企業や個人向け売上の減少 3.1 3.3 16.7 1.9 0.0 5.9 2.6 0.0 0.0
中国と取引のある元請け企業からの受注減少 3.5 3.3 16.7 1.9 0.0 11.8 2.6 0.0 0.0
中国からの輸入コストの上昇 9.2 6.7 16.7 14.8 7.1 0.0 5.1 0.0 20.0
中国製品との価格競争の激化 4.4 3.3 0.0 9.3 3.6 0.0 5.1 0.0 0.0
原材料・部品・商品等の調達難 14.8 13.3 16.7 20.4 16.1 11.8 7.7 0.0 20.0
売掛金回収リスクの増大 1.7 0.0 5.6 1.9 1.8 0.0 2.6 0.0 0.0
為替変動による収益の悪化 4.8 3.3 0.0 11.1 3.6 0.0 2.6 0.0 10.0
中国人労働者の増加 2.6 0.0 5.6 3.7 1.8 0.0 2.6 0.0 10.0
その他 1.3 3.3 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
特に影響を見込んでいない 73.4 73.3 55.6 66.7 78.6 76.5 76.9 100.0 80.0
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問５　�不透明感が増す経済社会情勢を受けて、地域金融機関の体制
面で望むこと

問４　�不透明感が増す経済社会情勢を受けて、経営面で今後見直し
たい取組

（最大３つまで回答）　単位：％
経営面で今後見直したい取組(回答先数：233社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
事業の多角化 12.9 26.7 15.8 8.9 10.9 17.6 7.3 0.0 20.0
新規顧客の開拓 27.5 36.7 42.1 35.7 14.5 11.8 24.4 0.0 50.0
既存顧客との関係強化 35.6 43.3 47.4 48.2 29.1 17.6 26.8 20.0 30.0
新商品・サービスの開発 10.7 16.7 10.5 17.9 5.5 0.0 9.8 0.0 10.0
デジタル化の推進 21.0 13.3 10.5 16.1 27.3 23.5 31.7 20.0 10.0
従業員教育の強化 31.3 40.0 10.5 28.6 41.8 29.4 31.7 0.0 20.0
資金繰りの見直し 13.7 6.7 21.1 14.3 10.9 23.5 4.9 20.0 50.0
コスト削減 36.5 36.7 52.6 28.6 40.0 35.3 39.0 40.0 20.0
その他 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 0.0
特にない 16.7 10.0 15.8 16.1 18.2 17.6 22.0 0.0 20.0

　単位：％
為替　(回答数：226社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
現状より円高傾向が望ましい 29.2 31.1 38.9 37.0 21.8 56.3 10.0 60.0 22.2
現状程度が望ましい 7.1 6.9 0.0 5.6 10.9 6.3 10.0 0.0 0.0
現状より円安傾向が望ましい 10.2 27.6 5.6 5.6 12.7 0.0 7.5 0.0 11.2
自社には関係ない 25.2 17.2 22.2 18.5 25.5 18.7 40.0 40.0 33.3
わからない 28.3 17.2 33.3 33.3 29.1 18.7 32.5 0.0 33.3

物価上昇 （回答数：216 社） 　単位：％
良い影響をもたらしている 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
どちらともいえない 23.6 27.6 11.1 33.3 26.4 18.7 11.1 20.0 25.0
悪い影響をもたらしている 52.3 58.6 50.0 47.1 45.3 56.3 61.1 60.0 62.5
自社には関係ない 7.4 6.9 16.7 2.0 9.4 6.3 11.1 0.0 0.0
わからない 16.7 6.9 22.2 17.6 18.9 18.7 16.7 20.0 12.5

（最大３つまで回答）　単位：％
地域金融機関の体制面で望むこと(回答先数：226社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
担当者の訪問回数の増加 6.6 3.4 5.6 5.6 7.5 6.3 9.8 0.0 10.0
担当者訪問時の滞在時間の延長 0.9 0.0 5.6 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0
担当者交代時の丁寧な引継ぎ 19.0 24.1 38.9 13.0 18.9 0.0 17.1 20.0 40.0
担当者の頻繁な人事異動がないこと 31.4 37.9 27.8 27.8 37.7 37.5 22.0 40.0 30.0
支店窓口での相談機能の強化 9.3 6.9 5.6 11.1 7.5 6.3 14.6 0.0 10.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等の非対面ﾁｬﾈﾙ充実 12.8 13.8 5.6 13.0 15.1 0.0 19.5 0.0 10.0
金融機関の本部専担者・外部専門家による支援 9.7 10.3 11.1 16.7 9.4 0.0 7.3 0.0 0.0
要望に対する迅速な対応 31.9 48.3 33.3 25.9 30.2 37.5 24.4 20.0 50.0
その他 3.1 3.4 5.6 3.7 0.0 0.0 4.9 20.0 0.0
特に期待していない 28.3 13.8 33.3 33.3 28.3 37.5 29.3 40.0 10.0

◎「コスト削減」がもっとも多いが、見直したい取組は広範囲にわたる
　全業種では「コスト削減」が36.5％でもっとも多く、卸売業では52.6％と半数を超え、全業種中の最
高値であった。「既存顧客との関係強化」35.6％、「従業員教育の強化」31.3％、「新規顧客の開拓」27.5％等、
見直したい取組は多岐にわたっている。
　どの業種でも、割合の順番には多少の前後はあるが、前述の4項目をほぼ上位となっている。そのな
かで「デジタル化の推進」が、建設業27.3％、運輸業23.5％、サービス業31.7％と高い割合を示し、「事
業の多角化」については、製造業が26.7％で、他の業種より高かった。

◎「要望に対する迅速な対応」31.9％、「担当者の頻繁な人事異動がないこと」31.4％
　「要望に対する迅速な対応」はどのような場面においても大事なことであり、再認識したい。「担当者の
頻繁な人事異動がないこと」については、個別事情もあるが、顧客からの要望でもあり、考慮すべき事柄
であろう。「特に期待していない」が、残念ながら28.3％と高い割合を占めた。
　「インターネットバンキング等の非対面チャネル充実」及び「金融機関の本部専担者・外部専門家による
支援」については、高い割合とはならなかった。
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管内主要経済統計管内主要経済統計
１．製 造 業 の 状 況
主要製造業生産動向  （単位：比％）

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

うち板紙
　　　トン

前　年
同月比

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

うち板紙
　　　トン

前　年
同月比

06年07月 62,836 3.2 17,321 - 07年02月 53,550 ▲ 8.2 18,583 -

06年08月 64,755 ▲ 2.5 20,347 - 07年03月 58,534 ▲ 14.1 18,009 -

06年09月 57,871 ▲ 12.3 15,970 - 07年04月 61,174 ▲ 3.1 19,947 11.0

06年10月 63,509 ▲ 0.9 18,218 - 07年05月 59,340 ▲ 3.6 19,049 15.9

06年11月 62,093 ▲ 10.2 20,808 - 07年06月 57,656 ▲ 7.1 18,369 8.3

06年12月 62,699 ▲ 11.6 21,014 - 07年07月 59,173 ▲ 5.8 17,394 0.4

07年01月 54,648 ▲ 10.1 16,476 -
＊資料出所　…　王子製紙㈱苫小牧工場　　＊163号より原油処理実績の掲載は中止いたしました

２．土 木・建 設  の 状 況
　①　公 共 工 事  （単位：百万円・％）

苫　小　牧　市 室蘭建設管理部 室 蘭 開 発 建 設 部
金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比

0 6 年 0 7 月 1,128 14.6 1,835 19.5 937 ▲ 50.5

0 6 年 0 8 月 893 3.7 1,261 9.1 891 ▲ 19.3

0 6 年 0 9 月 599 ▲ 7.6 512 ▲ 79.3 2,380 152.9

0 6 年 1 0 月 449 ▲ 46.6 167 ▲ 42.8 529 ▲ 65.1

0 6 年 1 1 月 122 ▲ 50.4 45 ▲ 60.5 199 12.4

0 6 年 1 2 月 96 － 16 23.1 546 ー

0 7 年 0 1 月 1,360 16,900.0 26 ▲ 13.3 165 ー

0 7 年 0 2 月 43 － 88 633.3 72 ▲ 88.2

0 7 年 0 3 月 626 22.3 2,060 103.6 5,725 ー

0 7 年 0 4 月 0 ▲ 100.0 579 31.0 4,662 ー

0 7 年 0 5 月 1,509 ▲ 12.0 571 97.6 2,406 ▲ 16.1

0 7 年 0 6 月 740 ▲ 48.9 1,770 482.2 3,105 ▲ 0.1

0 7 年 0 7 月 1,545 37.0 2,737 49.2 2,119 126.1
＊資料出所　－　苫小牧市、室蘭建設管理部HP、室蘭開発建設部HP
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